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１．目的 

 現在、本市の条例では、事業の人員や運営等の基準について、国の政令等と同じ内容であっても、政令

等の条文をそのまま条例に規定しているが、市独自の基準をわかりやすく、また、急な政令等の改正やボ

リュームの多い改正があった場合も対応できるように、リンク式（国の基準である特定の政令等を引用

し、規定内容を当該政令等に委ねる方式）へ改正するもの。 

 

２．経緯 

地方分権改革により、国が定めていた事業の人員や運営等の基準が条例に委任されたことから、平成

２３年度以降、基準を定める条例が制定された。本市においては、条例に定める基準が、基準となる政令

等と同様の場合であっても、政令等の条文をそのまま条例に規定してきた。 

元々、介護保険課所管の４条例については、条数が合計３６０条に及び、９割以上が政令等と同様の基

準を規定していることから、急な政令等の改正にも対応できるようリンク式への改正を検討していた。 

今回、新たに制定する「草津市乳児等通園支援事業の設備および運営に関する基準を定める条例（案）」

を１１月定例会にリンク式で提案することから、介護保険課所管の４条例を含む他の基準条例について

は、原則、各条例の次回の改正のタイミングでリンク式への改正を行う。 

 

３．リンク式条例のイメージ 

（例）草津市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準等を定める条例 

      
 

第１条 ＜趣旨を規定＞ 

 

（申請者に係る要件） 

第２条 法第７９条第２項第１号（法第７９条の２

第４項において準用する場合を含む。）の条例で

定める者は、法人とする。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する法人を除く。 

(1)～(3) （略） 

 

（記録の整備） 

第３条 指定居宅介護支援等事業者は、指定居宅介

護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３８号。以下この章において

「省令」という。）の規定により指定居宅介護支

援等事業者が整備し、その完結の日から２年間保

存しなければならないとされている利用者に対す

る指定居宅介護支援の提供に関する記録（以下こ

の章において「特定記録」という。）について

は、その完結の日から５年間保存しなければなら

ない。 

 

（その他の基準） 

第４条 前条に定めるもののほか、法第４７条第１

項第１号ならびに第８１条第１項および第２項の

規定に基づき条例で定める基準は、省令に定める

基準（特定記録の保存期間に係る基準を除く。）

とする。 

 

 

 

第１条 ＜趣旨を規定＞ 

 

（一般原則） 

第２条 法第７９条第２項第１号の条例で定める

者は、法人とする。ただし、次の各号のいずれ

かに該当する法人を除く。 

(1)～(3) （略）  

 

第３条 

 ： 

 ： 

 ： 

 ： 

 ： 

 ： 

 ： 

 ： 

第３０条 

（記録の整備） 

第３１条 指定居宅介護支援事業者は、従業者、

設備、備品および会計に関する諸記録を整備し

ておかなければならない。 

 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する

指定居宅介護支援の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しな

ければならない。 

(1)～(6) （略） 

 

第３２条 

第３３条 

 現行条例（３３条構成） 
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４．メリット・デメリット 

 

５．リンク式への改正に向けた対象条例の整理 

（１）改正の検討対象となる条例の判断基準について 

リンク式への改正の判断基準は以下全てを満たすものとする。 

① 法律に、「○○は条例で定める。」旨が規定されている。 

② 法律に、「政令等で定める基準に従い（参酌して）定める。」旨が規定されている。 

  

 〇改正の検討対象となる条例 

  ※１ 当該基準に従う範囲内で、地域の実情に応じた基準を定めることは可能（より厳しい基準） 

  ※２ 政令等で基準が示されず、法律に「条例で定める」旨が規定されている事項 

 

（２）改正のタイミングについて 

  各条例の改正のタイミングで、リンク式への改正を検討するものとする。 

※制定条例（新規）について 

    （１）の判断基準を満たす条例を制定する際は、原則、リンク式を導入するものとする。なお、

令和７年１１月定例会に、「草津市乳児等通園支援事業の設備および運営に関する基準を定める条

例（案）」をリンク式で提出予定である。 

メリット デメリット 

・政令等と同様の基準は、政令等を引用し、市独

自の基準は、現行条例どおり規定することで、

市独自の基準を際立たせることができる。 

・急な政令等の改正やボリュームの多い改正が

あったとしても、条例に政令等の改正内容が反

映され条例改正が不要となる。 

・職員の事務負担が軽減される。 

・政令等の改正があっても条例を改正しないこ

ともあるため、議会での審議がなされず、国の

改正内容への理解や議論等が不十分となるこ

とがある。 

・政令等の規定を確認しにいく必要がある。 

 

例規名称 所管課 

政令等による基準 

条例規

定事項
※２ 

国の基準

どおり 

市独自 

基準 

従う 参酌 従う
※１ 

参酌 

1 
草津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準等を

定める条例 

介護保険課 

〇 〇 ― 〇 〇 
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草津市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例 

〇 〇 ― 〇 〇 

3 草津市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準等を定める条例 〇 〇 ― 〇 〇 

4 
草津市指定介護予防支援等の事業の人員および運営ならびに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 
〇 〇 ― 〇 〇 

5 草津市地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例 長寿いきがい課 〇 〇 ― ― ― 

6 
草津市布設工事監督者の配置基準および資格基準ならびに水道技術管理者の資格

基準に関する条例 
上下水道総務課 ― 〇 ― ― ― 

7 草津市放課後児童健全育成事業の設備および運営に関する基準を定める条例 こども若者政策課 ― 〇 ― ○ ― 

8 
草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例 幼児課 
〇 〇 〇 ― ― 

9 草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例 〇 〇 〇 〇 ― 

        
10 草津市乳児等通園支援事業の設備および運営に関する基準を定める条例（案） 幼児課 〇 〇 ― ○ ― 
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６．リンク式導入後 議会説明スケジュール 

＜条例改正が必要な場合＞ 

  リンク式において、市独自の基準が変更になる場合等は、条例改正が必要であり、従来通り条例改正

の議案を提出する。 

＜条例改正が不要な場合＞ 

  リンク式では、政令等の基準が変更される等では条例改正は生じないが、当該政令等の施行日の直

前の定例市議会開会日より前のタイミングで、下図のとおり説明する。 

ただし、国からの通知が遅く、間に合わない場合は、情報が入り次第、議会へ説明する。 

 

 

 

 

※ 市民への説明については、議会へ説明を行った後、市ホームページに法令改正の内容を掲載す

るものとする。 

＜スケジュール例＞ 

  （例）国からの通知日：１０月１日 法令施行日：翌年４月１日 

 

 

 

 

 

 

７．他市状況 

 〇リンク式への改正の検討対象条例  

 
○１１月定例会で提出する条例 

 

草津市条例 所管課 県内 県外 

草津市指定介護予防支援等の事業の人員および運営ならびに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例 など４条例 

介護保険課 

・守山市 

・東近江市 

・長浜市 

・野洲市 

・京都市 

・名古屋市 

・那覇市 他 

草津市布設工事監督者の配置基準および資格基準ならびに水道

技術管理者の資格基準に関する条例 
上下水道総務課 ・大津市 

・広島市 

・吹田市 

・茨木市 他 

草津市地域包括支援センターの職員等に係る基準を定める条例 長寿いきがい課 ・守山市 ・京都市 他 

草津市放課後児童健全育成事業の設備および運営に関する基準

を定める条例 
こども若者政策課 ・東近江市 

・京都市 

・名古屋市 他 

草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例 

幼児課 

 ― 

・京都市 

・名古屋市 

・那覇市 他 

草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定め

る条例 
・長浜市 

・京都市 

・名古屋市 

・那覇市 他 

草津市条例 所管課 県内 県外 

草津市乳児等通園支援事業の設備および運営に関する基準を定

める条例（案） 
幼児課 ・長浜市（12 月議会） 

・神戸市 

・奈良市 

・那覇市 他 

上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下

説明スケジュール

議会スケジュール

4月

〇年度

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

国からの通知 ① 正副議長説明

② 会派代表者会議

③ 委員会協議会

法令施行日

９月定例会 １１月定例会 ２月定例会


